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研究要旨 
本研究は文献レビューおよび企業、EAP機関、健診機関などから入手したデータ解析を
通じて、①主な職種・業種においてメンタル不調・腰痛のそれぞれと関連のある職場要因
と個人要因を特定し、②メンタル不調・腰痛の有無と生産性の間接指標である病欠や風邪
罹患との関連を明らかにし、③最終的に、生産性の向上と健康増進の両者を同時に達成し
うるガイドラインを開発するための基礎資料とすることである。 
２年目の平成 29年度は、①生産性の向上と健康増進の関連に関するプログラムの文献レ
ビューを行い、②既存データを用いて、業種別に腰痛とメンタル不調の有無と、生産性と
直結する病欠や風邪罹患の関連を検討し、③ガイドラインの案を作成した。文献レビュー
の結果、生産性の向上と健康増進の両立を可能にする完成されたプログラムは存在しない
が、個別の疾患がどの程度の生産性の低下と関連するかという論文は見出され、既存デー
タの解析によっても確認された。これらのデータを活用し、ガイドラインの素案を作成し
た。 

 
 
Ａ．はじめに 
 本分担研究の 2 年目の目的は、主な職
種・業種においてメンタルヘルス・腰痛の
それぞれが生産性の指標とどのように関連
するかを明らかにすることならびに文献レ
ビューや既存データの解析を通して、生産
性の向上と健康増進の両者を同時に達成し
うるガイドラインを開発するための基礎資
料を作成することである。生産性の間接指
標として、病欠(absenteeism)日数と風邪の
罹患回数を用いた。 
腰痛は健康障害の中でも最も多い疾患の
一つであり、多様な要因によって発症する。
主な要因として、動作要因、環境要因、既
往症又は基礎疾患の有無等の個人的要因、
職場の対人ストレス等に代表される心理・
社会的要因がある。腰痛が多い職種として
は介護・看護職などの物理的に腰部へ負担
が多い仕事のほかにも過度な長時間労働、

過重な疲労、心理的負荷がかかる情報通信
業でも多い。腰痛は特に病欠やプレゼンテ
ィーイズムと関連する代表的な疾患である。 
一方、うつ病などに代表されるメンタル
ヘルス問題は我が国で急激に増加しており、
特定の業種のみならず多くの業種で認めら
れているが職種や業種に偏りがあることも
事実である。うつ病も腰痛以上に病欠が多
くなる疾患である。 
本分担研究では、職種別に腰痛ならびに
うつ病の発症要因を大規模な疫学調査得ら
れたデータを用いて腰痛やメンタル不調の
有無が、病欠や風邪罹患とどのように関連
するかを解析する。また、これらのデータ
を参考に、ガイドライン素案を作成する。 
以上の結果に基づき、次年度は、科学的
根拠に基づく腰痛ならびにメンタル不調予
防のためのガイドラインを完成させる。 

 
Ｂ．対象と方法 

本研究は株式会社フィスメックが 2007
年 11月から 2012年 12月の 5年の間に行
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った「メンタルヘルス＆ライフスタイル調
査」のデータを用いた。この調査は国内の
227 の企業や組織が参加し、調査票は合計
120,978 名に配布され 108,055 名から回答
が得られた（有効回答率 89.3％）。その内、
情報通信業（4社）に従事する従業員 2,412
名（男性 1,929名，女性 483名）ならびに
サービス業（観光業，介護施設）従業員 2,018
名（男性 1,114名，女性 904名）のデータ
を抽出し、腰痛ならびにうつ病による生産
性の低下と関連する因子、具体的には病欠
(absenteeism)ならびに風邪罹患(common 
cold)に対する影響を解析した。 
さらに、生産性の向上と健康増進の両者
を同時に達成することを目指した、ガイド
ラインの素案を作成した。 
一部、統計解析には統計解析ソフト

Statistical Package for Social Scienceの
Ver. 21を用いた． 

 
倫理的配慮：既存データの解析では、調
査票の表紙に、調査の趣旨、協力への自由
意思の尊重、プライバシーの保護などにつ
いて記載し、調査票への回答をもって研究
へ同意したとみなすと明記した。また、本
研究は産業医科大学の倫理委員会の審査を
受け承認された。 
 
Ｃ．結果 
文献レビューの結果、生産性の向上と健
康増進を同時両立させるプログラムあるい
は研究論文そのものは、存在しないことが
判明した。しかし、腰痛やメンタル不調が
生産性の低下と関連する文献は多数見受け
られた（一部、ガイドライン案に記載）。 
本解析では、情報通信業従業員において、
腰痛ならびにうつ病の有無と病欠日数（過
去 1年間）、風邪罹患回数（過去 6か月間）
の関連を解析した。腰痛ありの病欠日数は
平均 4.45 (SD=8.5)日であったのに対して、
腰痛無しは 3.96 (SD=14.0)日であった
(p=0.002, Mann-Whitney U test)。また、
腰痛ありの風邪罹患回数は平均 1.89 
(SD=1.86)日であったのに対して、腰痛無し
は 1.48 (SD=1.50)日であった (p<0.001, 
Mann-Whitney U test)。 
一方、うつ病ありの病欠日数は平均 22.7 

(SD=62.7)日であったのに対して、うつ病無
しは 3.55 (SD=8.23)日であった(p<0.001, 

Mann-Whitney U test)。風邪罹患回数は、
うつ病ありの平均 2.60 (SD=3.02)回であっ
たのに対して、うつ病無しは 1.53 
(SD=1.52) 日 で あ っ た (p=0.078, 
Mann-Whitney U test)。 
サービス業（観光業、介護施設）従業員
に対しても同様の解析を行ったところ、腰
痛ありの病欠日数は平均 5.40 (SD=12.7)日
であったのに対して、腰痛無しは 3.52 
(SD=8.86) 日 で あ っ た (p=0.002, 
Mann-Whitney U test)。風邪罹患回数は、
腰痛ありは平均 1.77 (SD=1.79)回であった
のに対して、腰痛無しは 1.44 (SD=1.58)回
であった(p<0.001, Mann-Whitney U test)。
一方、うつ病ありの病欠日数は平均 13.6 
(SD=29.0)日であったのに対して、うつ病無
しは 3.77 (SD=9.17)日であった(p<0.001, 
Mann-Whitney U test)。風邪罹患回数は、
うつ病ありは平均 1.25 (SD=1.39)回であっ
たのに対して、うつ病無しは 1.51 
(SD=1.63) 回 で あ っ た (p=0.518 
Mann-Whitney U test)。 
 
Ｄ．考察 
 情報通信業ならびにサービス業の従業員
を対象に腰痛ならびにうつ病の病欠日数、
風邪罹患回数を特定する解析を行った。そ
の結果、情報通信業、サービス業共にうつ
病において病欠日数が多く、生産性の低下
に寄与すると考えられた。腰痛に関しては、
病欠日数は腰痛ありが、なしよりも有意に
多いことが判明したが、うつ病ほど日数は
多くなかった。 
一方、風邪罹患回数については、情報通
維新業では腰痛、うつ病によって回数に大
きな差は認められなかった。サービス業で
も同様の傾向が認められた。 
 ガイドラインに関しては、今後改定が必
要であるが格子は概ね決定した。 
 
Ｅ．結論 
本研究では、うつ病・腰痛の有無による
病欠日数に差があることが判明した。この
傾向は情報通信業・サービス業でも共通し
ていた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 該当せず． 
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